Ⅲ　自治労道本部2009国民春闘方針（案）

１　情勢の特徴

（１）国民の生活と経済情勢

①　米国発の金融危機の影響が、日本の実体経済にも深刻な影響を及ぼして来ています。内需については、賃金が伸び悩むなかで生活必需品が値上がりし、消費者の購買意欲は冷え込んでいます。また、このところの雇用環境の悪化によってさらに消費の停滞が懸念されるところです。日本経済は2002年以来戦後最長の景気回復をとげたと言われますが、企業収益が過去最高となる一方、賃金は抑制され、労働者の生活は向上しませんでした。物価が上昇するなかで、このまま実質賃金の低下を放置すれば、日本経済はますます下降しかねません。海外要因に左右されずに日本経済が持続的に成長するためには、内需すなわち消費需要による下支えが必要です。

②　今回の金融危機はこの間世界をはびこった市場原理主義の終焉を意味し、実体経済を超える「金融資本主義」は、労働者を置きざりにして拡大し、格差と貧困をもたらしました。これに代わって、これまでわたしたちが求めてきた公正・連帯の社会の実現が求められているところです。そのために安定した雇用、安心の社会保障、内需主導型への経済システムの転換へ図ることが重要であることは明らかです。
（２）労働者の生活実態、雇用情勢と消費者物価指数の動向
①　賃金（国税庁：民間給与の実態）は、1997年度から10年間のうち９年間で減少しており、その結果、2007年度の水準は1997年度より6.4％も低下していることが明らかとなりました。また、労働分配率も６年連続で低下しており、第一次石油危機（1973年～74年）以降、最も低い水準にまで落ち込んでいます。これに加えて、消費者物価（前年同月比・総合）は、原油価格をはじめとする輸入物価の高騰から、激変する経済環境の中で不透明な状況となっているものの、原油や資源価格などが下落傾向にあることから、１％台半ばと想定されるところです。
②　雇用環境は07年後半から悪化が続いています。完全失業率は上昇傾向にあり、2008年８月に４％を超え、有効求人倍率も0.86倍にまで低下しました。非正規労働者をはじめとした雇用調整の動きも出ており、さらに雇用環境が悪化する恐れがあります。また、雇用者に占める非正規労働者の割合は年々増え続け、2008年には34％に達しました。とくに女性においては、54.2％と半数を超えています。それと同時に低所得者も増えており、年収200万円以下の低所得者層が2008年には1,032万人（国税庁　―　民間給与の実態）となっています。

③　総務省が発表した９月の全国消費者物価指数は、前年同月に比べ2.3％上昇しました。上昇率は下がっているものの、現在の物価高は生活必需品を中心としており、低所得者層により大きな影響を及ぼしています。非正規雇用労働者、中小企業労働者の待遇改善によって消費を刺激し、景気の下支えとすることが必要です。企業においては、世界経済の減速などを背景として、急激な収益悪化が生じており、倒産件数の増加や、経常利益の減益が見られます。しかし、これまでの景気回復下で蓄積してきた体力はあり、賃金引き上げの余地は十分にあると考えられます。

（３）自治体と公共サービスをめぐる情勢

①　2008人事委員会勧告の状況を見ると、全国的に地域民間賃金水準の反映がより強く求められた結果、公民較差や一時金の支給月数を厳格に反映させる地域も見受けられるなど、地域間の格差が明確になっています。所定勤務時間については、１日７時間45分とすることについて、全国的には「国及び他県の動向を踏まえ検討」としたところが多くありました。

②　自治体臨時・非常勤等職員の実態調査によると、臨時・非常勤等職員は、全職員の27.8％を占め、その総数は50万人以上と推定されます。賃金は日給・時給型の半数が900円に届かず、月給型では55％が16万円に届きません。8月26日、人事院が「非常勤職員の給与に関する指針」を発出しましたが、法律上の壁はありますが、これを自治体の臨時・非常勤等職員の雇用の安定と賃金・労働条件の改善につなげなければなりません。

さらに、医療・福祉・保育など地域公共サービスの規制緩和とアウトソーシング・民営化の動きは、質量ともに動きが早くなっています。そうしたなかで、公共サービスの削減と負担増も強まり市民のくらしと生活への不安と破壊が一層増大しており、安心と信頼のセーフティネットとしての地域公共サービスの再構築が急務となっています。

③　自治体財政健全化法が平成20年度決算よりいよいよ本格適用となりますが、財政基準が示されることから、公共サービス水準の切り下げ、賃金労働条件の低下や人員削減圧力がさらに強まるものと考えられます。本来、必要なサービスを行うための財政であるはずが、財政にあわせてサービスを切り捨てるという本末転倒な現象が起きています。サービスを支えるための財政の機能を強化する取り組みが必要です。

④　さらに、労働基本権をめぐっては、６月に国家公務員改革基本法が成立して以降、10月22日には「労使関係制度検討委員会」が発足し、労働団体からは自治労本部の金田書記長を始め３名が委員として議論に加わっています。現在、本格的な議論には入ってはいませんが、中央段階の公務労協の研究会報告が１月に迫っていること、また、労使関係制度検討委員会の議論が１月からは、本格的な議論にはいることから、地方公務員としての考え方を一定整理し、議論に臨む必要があります。道本部としては、検討課題が多岐に渡ることから、機会がある毎に十分な議論の元で方針が作成されるよう強く意見反映することとします。
（４）道内の経済情勢と自治体を取り巻く情勢

　①　北海道内の状況については、全国的な動向と比較し、さらにその実態は厳しいものとなっています。有効求人倍率は2008年10月現在、全国0.82に対し北海道0.45、完全失業率も、全国4.0％に対し北海道は4.9％と大きな格差が生じ、今後、より一層厳しいものになるものと考えられています。また、非正規労働者の数は、相変わらず増加の一途をたどっており、総務省の平成19年就業構造基本調査では、全国で35.5％、北海道では38.2％が非正規労働者となっています。同様に賃金についても全体（一般労働者＋短時間労働者）の約49％が200万円以下、短時間労働者の81％がそのレベルにある実態となっています。

　②　道内の自治体は、この間の構造改革の影響を強く受け、財政事情は引き続き危機的状況となっています。10月に07年度決算における危険水域とされる自治体名が公表されているところですが、多くの自治体が「財政健全化法」の適用に対し、連結赤字決算比率等の引き下げのため、福祉施設や公立病院、指定管理者制度の導入、民間委託計画、そして、厳しい給与や一時金の削減をはじめとする措置が検討されています。道本部では早急に財政事情が極めて厳しいとみられる自治体財政の実態把握を行い、一方的に実施させない対応を進めているところです。

③　国と地方の税財源配分という政治課題であるため、これまで自治体財政確立に向けた運動を全道レベルで展開はしてきたものの、十分な成果が得られなかったという反省にたちながら、これまで以上に自治労本部などと連携をとりながら、地方自治体の財政確立に向けた取り組みを強化する必要があります。そのためにも与野党逆転を果たした参議院選挙と同様に来る解散総選挙において、与野党逆転を果たして本当の政権交代を目指していく必要があります。

（５）日本経団連の「経営労働政策委員会報告」について

12月16日には、経団連の「経営労働政策委員会報告」が出されました。この中では100年に１度といわれる未曾有の経済危機に対し、雇用維持については「安定に努める」とした努力姿勢に止まり、賃上げは「ベースアップは困難と判断する企業が多い」として、賃金抑制の姿勢を打ち出しています。これまでの行き過ぎたコスト主義の経営姿勢を反省するどころか、企業としての社会的責任を放棄した報告に止まっていることは極めて残念です。現下のマクロ経済の状況から、非正規を含む全ての労働者の雇用の安定を徹底し、積極的賃上げによる内需喚起を促し、日本の将来設計や新しい産業構造のあり方について、日本政府に提言する、発信する姿勢が一切見られないことは、自らの役割を放棄しているものといえます。

（６）道本部賃金要求アンケート結果

①　道本部は今年も春闘アンケートを実施しました。生活の変化について「非常に苦しくなった」が23.1％で、昨年とほぼ同水準ですが、単に「苦しくなった」を合わせると71.2％（昨年72.6）に達しています。今年の賃金要求額（速報値）は、昨年より70円引き上がり、11,075円（昨年11,005円）でした。また、非正規職員の処遇については、05年調査と比較し、「現行のままでよい」が大幅に減少し、「正規職員化を図るべき」（17.6％→23.3％）「均等待遇を図るべき」（45.2％→50.8％）が増えています。

②　09春闘の取り組むべき課題については、「賃上げ要求のたたかい」が62.6％から65.6％「非正規職員の待遇改善」「労働時間短縮・人員確保」「最低賃金制度の改善」の項目が08年に比較し、10ポイント程度上昇していることが明らかとなりました。また、年間の超勤時間は全体的に減少傾向でしたが、サービス残業については、90時間以上が増加し、特に150時間以上の区分において昨年1.4％が5.6％に急増しているとの点が特徴的です。それぞれ、現在の各自治体における勤務実態を示しているものと考えられますが、それぞれの項目において道本部として方針の具体化が急がれます。

自治労は１月末の第137回中央委員会で連合方針どおり、物価上昇分に見合うベアの要求等、昨年を上回る賃金改善を掲げてたたかう方針を決定することとしていますので、道本部はこうした組合員の生活実態を踏まえ、産別方針の決定作業に十分な意見反映を行う必要があります。

２　連合及び自治労の春闘方針の特徴

（１）連合09春季生活闘争方針

①　連合は、12月２日第54回中央委員会を開催し、09春季生活闘争方針を決定しました。このなかで、内需型経済への転換をはかるため、賃金を改善し、格差の是正、底上げにむけた取り組みを強力に展開すること、そして、高木会長の言葉にもあるように「三段重ね」の賃金要求を行うこととし、８年ぶりにベア獲得方針を明記しています。特に「物価が上昇分を踏まえた賃金引き上げ」「格差、分配の歪みの是正」「非正規労働者や中小企業労働者の格差是正」「内需を中心とする景気の回復と生活防衛」「政府には、財政金融政策、税制度見直し、雇用のセーフティネット整備など」の取り組むこととしています。

　　　また、方針を策定するにあたって、経済情勢が厳しかった過去の時代に「雇用か賃上げか」を迫られた時に結局のところ両方とも失った反省に立って、「雇用と賃上げ」の両方を確保する姿勢を示していることは、特筆すべき事項です。

②　さらに、すべての組合が取り組むミニマム運動課題として、賃金カーブ維持分を確保した上で、消費者物価上昇に見合うベアの確保、パート労働者なども含めた全従業員を対象に、賃金をはじめとする処遇改善、連合リビングウェイジの水準を踏まえ企業内最賃協定の締結、総実労働時間の短縮、時間外・休日労働の割増率の引き上げを掲げています。また、同時に、（ア）あらたに共闘連絡会議を設置し、情報開示を積極的に行うことで、相場波及効果を高め、（イ）非正規雇用を中心とした全国キャンペーン（全国一斉キャラバン行動、労働相談、構成組織内での非正規労働者との対話集会等）、（ウ）中小共闘と昨年立ち上げたパート共闘などの共闘体制強化を方針化するとともに、低所得層の引き上げを重視し、全体の底上げを図ることとしています。
（２）自治労08春闘方針

①　自治労はこうした連合方針を踏まえ、重点課題として、ア）賃金改善、同一価値労働・同一賃金の実現、イ）ワーク・ライフ・バランスの実現とワークルールの確立に対する取り組み、ウ）市民のくらしと生活を守り、公共サービスを再構築する取り組みの３分柱を掲げ、公正な賃金・労働条件の実現と地域公共サービスの再構築をめざす取り組みを展開することとしています。

②　また、公正な賃金の実現に向け、2009年度の賃金闘争において、ア）物価上昇分のベースアップ＋格差是正、イ）自治体臨時・非常勤等職員、非正規労働者の賃金底上げ、ウ）全単組で賃金要求の確立、要求書提出を主要課題として取り組むこととしています。具体的な賃金要求は賃金カーブ維持分＋物価上昇分（1.6％）＋格差是正分を要求することを基本とし、特に給料表が確立していない単組においては、賃金カーブ確保相当分4,500円＋賃金改善分4,500円＝9,000円プラス格差是正分を要求します。また、全ての地域公共サービス労働者の最低賃金として、自治体最低賃金の確立と協定化を目指していくこととしています。

③　また、ワーク･ライフ･バランスの実現と職場のワークルールを確立する取り組みにおいては、「少子・高齢化が急激に進行するなかで持続可能な社会を形成するためには、地域活動への積極的な参加などの意識改革と、公正労働基準の確立や子育て・介護支援策など政策・制度の改善が必要」とし、労働組合自らが主体となって社会的な運動をつくり上げるとしています。同時に、臨時・非常勤等職員や公共民間労働者のワークルールの遵守、組織化の取り組みの強化、心身の労働安全衛生の徹底など、公正な働き方が実現できる取り組みが重要との認識を明らかにしています。

④　さらに、市民のくらしと生活を守り、公共サービスを再構築する取り組みについては、危機的な自治体財政事情によって、福祉や医療等を中心とする地域公共サービスが崩壊の危機にあることを認識し、市民のくらしと生活を防衛する立場にたって、構造改革路線を中止させ、「公共サービスを削減する政策」から「安心・安全・信頼の公共サービスを再構築する政策」へと転換させる取り組みを強化していくとしています。そして、公務労協の「良い社会をつくる公共サービスキャンペーン」と連携した取り組みを強化・発展させ、地域における市民・利用者・自治体議員・ＮＰＯ団体等との連携を通じて、政策提案型の取り組みを展開するとしています。

⑤　具体的には、連合・公務労協の統一行動に積極的に参加し、自治労としては、３月13日を対自治体統一行動（29分時間内くい込み）とし、現行賃金水準の維持改善を求め、要求書提出、スト批准投票の実施、住民教宣など職場地域から運動の展開を図ります。

３　2009春闘の意義とたたかいの基本

以上のような、過去にない経済・金融・雇用等の諸情勢を踏まえ、今こそ労働者の賃金労働条件を維持・改善することが、労働界総体に求められていることをしっかりと受け止め、公共サービス民間や09年１月より本格的に合流する全国一般の仲間とともに、2009春闘に全力をあげていくこととします。具体的には、連合・自治労本部方針を基本としながら、北海道段階における地域的な事情をふまえ、自治労道本部として以下のとおりたたかいの基本を定めます。

（１）基本的には、連合の09春季生活闘争、自治労09春闘に結集し、雇用を守り生活改善に向けた基本賃金の引き上げを重点に諸要求の実現にすべての地本・単組が全力をあげることとし、自治労の春闘方針策定にあたっては、方針の補強と意見反映をおこないます。

（２）これまでの地方公務員への人勧体制を中心とした諸取り組みに加えて、公共サービス民間・全国一般の仲間とともに、連合北海道、連合地協、地区連合に結集し、地域春闘への参加と他産別、地場中小組合との交流・連帯活動を強めます。

（３）交付税削減反対・地方財政確立、質の高い公共サービス実現指標とした制度政策闘争を展開します。また、自治体財政健全化法の適用にあたっては、2008年度決算より本格運用されることから、現段階からの十分な情報提供を得ることとし、労働条件に係る項目が具体的に検討されている場合は、十分な協議を求めることとします。

（４）自治体財政の確立に向けては、連合北海道、地方財政確立道民会議等と連携の元で道民運動を巻き起こしながら、安定的な自治体財政の確立を目指します。

（５）春闘期を出発点として、男女平等産別統一闘争を推進します。

（６）すべての地本・単組・総支部は春闘期における行動計画（１地本・単組・総支部１企画）を立て、春闘諸行動への組合員参加・組織強化を追求します。

４　たたかいの展開

（１）まず、各地本・単組は別途提起の09当初予算闘争と並行して、道本部09国民春闘方針案の討議を行い、討論集会の開催、春闘方針及び要求書の作成など闘争体制の確立を図ります。

（２）そして、全単組が必ず要求書を提出し、文書回答等を示させ、当局交渉を行なうことを重視します。各単組は重点課題の取り組みにむけ、職場討議を行いながら、２月25日（水）を基準日として要求書を提出することとします。
（３）全国的な春闘の諸行動と連動して、各単組は、生活を維持・向上させる賃金水準の確保と労働条件改善、地域公共サービスの質の向上と公正労働の実現への決意を示すストライキ批准投票を実施します。
（４）自治労の対自治体統一行動ゾーン（３月９日（月）～12日（木））に結集し、３月13日(金)29分時間内くい込み集会を全単組・総支部で配置をし、統一行動指標を掲げながら、春闘要求の前進に向け交渉を実施します。

（５）連合・公務労協（公務員連絡会）の諸集会・統一行動に職場集会を開催するなど積極的に参加し、また、連合北海道の設定する決戦ゾーンに連帯し、４月一杯まで地域における交流・支援体制を継続します。　

５　たたかいの要求と課題

（１）生活の維持・改善をはかる賃金水準・制度の実現をめざします。

①　賃金要求については、道本部のアンケート結果（平均11,075円）を踏まえ自治労本部に意見反映し、最終的には１月29～30日開催の自治労第137中央委員会決定どおりとします。

②　自治体財政を理由とした給与等の独自削減に対しては原則反対しながら、昇格・昇給基準の改善及び自治体間・職種間、中途採用者の賃金格差の解消を求めます（道本部統一要求「賃金関係」参照）。

③　その他、08賃金確定闘争および09当初予算闘争の継続課題（積み残し課題）の解決を図ります。

（２）臨時・非常勤等職員・公共サービス民間労働者の格差是正、自治体最賃を制度化します。特に臨時非常勤職員については、官製ワーキングプアとの異名が取られないよう、08年８月の人事院の指針に基づいて、積極的に改善措置を自治体使用者に対して求めていきます。なお、公共サービス民間労働者等で賃金カーブの算定ができない単組は、連合北海道の賃金カーブ確保相当分4,500円＋賃金改善分4,500円＝9,000円＋格差是正分を目安に取り組みます。

（３）技能労務（現業）職員の賃金については、総務省から適正化（引下げ）に向けた強力な指導が行われていますので、現行水準の維持を目標に交渉を強化します。

（４）委託契約労働者の賃金労働条件改善、公契約条例の制定をめざします。

（５）所定勤務時間を１日７時間45分、１週38時間45分への短縮、不払い残業一掃、各種休暇制度の新設・充実を図ります。

（６）真の「三位一体改革」実現・地方交付税の削減に反対するとともに、自治体財政健全化法の適用にあたって、労働条件の引き下げ等が検討される場合、十分な労使協議を求めていきます。

（７）高卒初任給については、月給●●●●●●円（国公行（一）１級13号給に●％の賃金改善を加えた額）以上とします。

（８）男女平等の職場作りに向け、男女平等産別統一闘争を推進します。（別途、男女平等産別統一闘争の項参照）

（９）対道人事委員会に対しては地公三者共闘に結集して、春闘段階から2008年人事委員会勧告にむけた対応を重視し、給与水準の改善や比較企業規模問題、住居手当等の課題の解決を求める取り組みを行います。また、給与勧告にむけた基本姿勢に関わる要求書を人事委員会に提出し、交渉を行います。さらに、人事院北海道事務局に対しては、連合北海道公務公共サービス労働組合協議会（北海道公務労協）に結集を強め、国家公務員の各組合と連携し、給与勧告に向けた基本姿勢に係る要求書を提出します。

（10）現在、国会で継続審議になっている地方公務員法等改正案に対して、引き続き反対の立場で取り組みます。

（11）春闘期における組織強化・拡大に全力をあげます。

６　具体的な取り組み

（１）道本部の取り組み

　①　ストライキ批准投票

年間を通じて１波につき、２時間を上限としたストライキの実施について批准投票を実施します。

　　期　　間


２月16日（月）～２月23日（月）

地本報告


２月23日（月）

道本部集約・中央報告
２月24日（火）

②　要求書の提出・回答・交渉

要求書の一斉提出　　　　　　２月25日（水）（要求書は２月●●日単組着で発送、要求書の手引き、批准投票用紙も同梱）

回答指定日　　　　　　　　　３月６日（金）

※　基準日に提出できない場合は２月一杯を目途に提出することとします。道本部は北海道、市長会、町村会へ統一要求書を提出するとともに、連合北海道・公務労協に結集し、人事院北海道事務局への要求書提出、交渉を実施します。

③　道本部全単組・春闘オルグの実施

道本部は、情勢報告や行動計画の点検など地本と合同で全単組オルグを実施します。

期　　間
２月９日（月）～批准投票日まで（詳細は別途）

　④　情宣活動の強化

全組合員配布の「批准投票用紙」（リーフ兼用）や「じちろう」特集号を活用し、職場討議を進めます。また、春闘期を活用した地本毎の教宣学校の実施等も視野に入れながら、情宣活動を強めます。

　⑤　地域教育宣伝チラシの配布について

　　今年も自治労本部提起の春闘地域ビラ配布行動を実施します。

（取り組み期間は３月●日～●日、３月●日単組到着）

（２）地本・単組の取り組み

①　闘争方針・闘争体制の確立

各地本・単組は闘争委員会を設置し、「１地本・単組１企画」を含む、春闘方針を確立します。

②　ストライキ批准投票の取り組み

前述のストライキ批准投票について、昨年において、批准率が全国平均を下回りましたので、今年については、最低でも全国平均を上回るよう、戦術配置の意義など提起しながら、圧倒的な成功をめざします。

＜参考－05～08春闘スト批准率の推移＞

	
	05年度
	06年度
	07年度
	08年度

	実施単組／全単組
	227／240
	217／238
	209／228
	191／226

	道内投票数
	54,303
	53,148
	50,108
	47,168

	道内投票率
	80.91％
	80.68％
	79.60％
	79.41％

	道内賛成率
	87.59％
	88.27％
	88.50％
	88.34％

	道内批准率
	70.86％
	71.21％
	70.45％
	70.14％

	（全国批准率）
	（69.92％）
	（70.00％）
	（69.84％）
	（71.41％）


③　要求書の提出と交渉の配置

道本部作成の「統一要求書」を当局に提出し、対自治体闘争の重点交渉期間に交渉を配置します。また、各地本は支庁、管内町村会にも要求書を提出します。なお、昨年の提出状況は171単組で提出し、文書回答を131単組で示させていますが、低調だった交渉の実施と山場段階での情報周知等、昨年を上回る取り組みを全体で進めることとします。

④　地本別春闘討論集会、単組学習会・職場オルグ等の実施

各地本は要求書提出基準日（２月25日）までに09春闘討論集会を開催するとともに、山場に向けて総決起集会などを開催し、たたかいの意思統一を図ります。また、各単組も、春闘方針の職場討議、要求や課題の周知を図るため、職場学習会・職場集会を開催します。

（３）対自治体闘争ゾーンの取り組み

①　具体的戦術

２月25日（水）～３月末　　　　　　　要求書提出、組合旗掲揚、（リストバンド着用）

３月６日（金）

　　　　回答指定日

３月９日（月）～３月12日（木）
重点交渉期間、（腕章着用）

※　なお、職場抵抗戦術としては腕章着用やリストバンド着用の戦術がこれまで提起してきたところですが、全単組・全組合員が取り組むものとはなっていません。各地本・単組段階において、全体で取り組むには何が可能かということをしっかり議論し、各地本・単組段階で戦術を提起することとします。なお、リストバンドを取り組むとした場合に不足している場合は追加に応じますので道本部まで必要な数を報告願います。

３月13日（金）


29分時間内くい込み集会

超勤拒否、出張拒否

　※　なお、民間春闘の山場は３月18日（水）頃と予定しています。

②　自治労全国統一行動指標（参考）

	2009春闘「対自治体３・１３全国統一行動指標（案）」

①　現行の賃金水準の改善に努めること。

②　臨時・非常勤等職員の雇い止めを行わず、賃金・労働条件の改善に努めること。

③　１日の所定労働時間を７時間45分とし、労働時間管理を徹底すること。

④　自治体が委託する公共サービス関連の事業所について、雇用確保に努め、労働基準法など法令遵守させること。このため委託契約手続きに関わって、公正労働基準を確保する条項を設けること。

⑤　男女間の個別賃金実態を明らかにし、格差の解消に取り組むこと。

⑥　自治体財政の改善にむけた、労使協議の場を設けること。


③　道本部の行動指標は、上記「要求と課題」（１）～（３）及び（５）とし、最低獲得目標（妥結基準）は別途提起します。

＜対自治体交渉獲得目標＞
【共通課題】
ア）賃金・労働条件の変更は事前協議事項とし、労使合意を前提
イ）現行賃金水準を維持し、生活実態の認識及び賃金要求額に見合った賃金改善の確認（最低限、現行賃金体系の維持・改善）
ウ）臨時、嘱託職員等の賃金・労働条件改善の確認（勤務時間比例による正規職員と同様の賃金・労働条件の改善）
　エ）自治体関連民間労働者・公社・事業団労働者の賃金・労働条件を公務員並とすることの自治体としての指導方向明示、委託費、補助金等の引上げ方向確約
オ）全員５級水準以上への賃金改善、現業格差賃金解消の基本姿勢の明示と具体的協議の方向確約
カ）直営堅持・事前協議制の確立および欠員の完全補充
キ）不払い残業の撲滅・超勤手当の予算確保

ク）育児のための短時間勤務制度について

ⅰ）国家公務員の制度を最低とし、条例化にあたっては事前協議・交渉・合意を前提とすること。

ⅱ）代替職員は原則正規職員とすること

ⅲ）育児休業の復職時調整は３／３で換算し、号俸調整を行うこと（育児休業を取得した職員の職務復帰後における給与は、育児休業をした全期間を引き続き勤務したものと見なして調整すること。あわせて、在職者調整を行うこと）。

　　　ケ）裁判員制度の導入に伴う特別休暇・勤務免除等の確保

【単組選択課題】
コ）独自削減を含むすべての賃金合理化は提案させないことを基本に、それらの圧縮・緩和
サ）人事評価制度導入は労使交渉事項であること確認

シ）時間外勤務手当の割増率や単価計算方式の最低労基法基準への改善
ス）高齢再任用制度の労使協議会設置と制度の円滑な実施と合わせて定年延長を展望した労使協議の開始
セ）自治体独自の公務災害見舞金(法定外)制度の新設と拡充の方向明示
ソ）諸休暇制度の改善、新勤務時間・休暇制度の導入の十分な労使協議に基づく国を上回る改善
タ）自治体および自治体関連民間職場からの労基法・パート労働法違反や社会保険・労働保険の有資格未加入者等の法違反一掃。そのため、社協や委託先清掃等の関連職場の労働条件を自治体として把握し、法違反には是正指導を行うこと。
チ）公益法人等への職員の派遣については、本人の不利益とならない内容で条例化すること
ツ）任期付採用制度に関する条例化と運用については、十分な労使協議と合意を前提とすること
テ）育児休業・介護休暇の改正内容に即し、条例の改正を行うこと
ト）家族看護休暇の新設、最低、子の看護休暇を制度化すること
ナ）両立支援関係人事院規則改正にともなう、条例・規則等の整備・改正
（４）公共サービスの再構築に向けたキャンペーン等の取り組み

　　道本部としては、「公共サービスキャンペーン」を主体的に担うこととし、連合北海道公務労協に結集し、以下の取り組みを進めます。

　①　自治労が提起する地域モデル集会（食の安全確保及び地方財政の確立と地域医療確保）と連動し、保育や介護等の福祉人材確保や地域医療の確保、環境問題や食の安全などの地域課題を設定した取り組みを追求します。

　②　連合北海道、連合地協と連携し、公契約条例制定の取り組みを中心に、各自治体に対して公正労働基準の確立を求めます。

（５）連合・公務労協（公務員連絡会）の取り組み

①　連合・公務労協

連合09春季生活闘争・闘争宣言集会　２月10日（火）

連合・パート等均等待遇の実現集会　 ２月●日（●）

　　連合総決起集会　　　　　　　　　　 ３月７日（土）（民間山場前段）

②　連合北海道

北海道ブロック討論集会　　１月●日（●）

09春季生活闘争総決起集会　３月●日（●）厚生年金会館

③　公務員連絡会の対政府統一行動

第１次全国統一行動日　２月●日（要求書提出の翌日）

第２次全国統一行動日　３月●日（中央行動日に連動して）

第３次全国統一行動日　３月●日（下旬）（回答日翌日に政府・人事院回答内容報告・確認）

　　※　全単組において、公務員連絡会の設定する全国統一行動日に時間外職場集会を実施し、情勢など、組合員への周知等取り組むこととします。

７　道本部としての方針論議のスケジュール

09年１月８（木）・９日（金）　　　 　道本部春闘討論集会

１月29（木）～30日（金）　　　　自治労第137回中央委員会（自治労春闘方針決定）

２月２日（月）　　　　 　　　 　道本部第109回中央委員会（道本部方針確定）
【別記】

	2009年度自治体労働者の賃金・労働条件に関する統一要求

１　基本賃金・諸手当等

（１）賃金合理化反対、基本賃金等の引き上げ
①　現行賃金水準を維持・改善すること。

②　自治体労働者の賃金を平均●●●●円（●％）引き上げること。なお、実施は４月１日とすること。
③　自治体（関係）労働者の最低賃金を月額●●●●円（国公８号上位＝１級13号俸、日額●●●●円、時間給●●●円)以上とすること。

④　財政を理由とした独自の基本賃金等の削減及び一切の賃金合理化をしないこと。

（２）給料表・初任給等の改善

①　給料表は９級制（新７級）以上とし、医療職(二)、(三)表など他の給料表使用の場合もこれと同一水準で取り扱うこと

②　中途採用者の初任給決定にあっては、経験年数換算10割を基本に最低でも８割とし、調整率を全期間２分の２（12月４号）計算とすること。また、初任給格付けの上限制度を廃止すること。また、以上の改善にあわせて、全職員を対象にした在職者調整を行うこと。
③　年齢別最低保障賃金を、標準入職者40歳時点の９割以上を最低とし、引き上げること。

④　給料の調整額は、支給対象職種の拡大、調整数の改善を行うこと。

（３）格差解消、昇格・昇給基準等の改善
①　賃金水準の改善にあたっては、国公行政職(一)表水準で最低次の年齢別ポイント級号俸とすること。

18歳1－13、22歳1－29、27歳2－17、35歳3－37、43歳4－53

②　非役付職員の国公行政職(一)表５級以上へ昇格させることとし、上位級への昇格は、差別なし自動昇格とすること。昇格基準・在級年数は、国公行政職(一)表水準で、新＝１級８年、２級４年、３級４年、４級２年で５級昇格とすること。その際、医療職(二)、(三)表など他の給料表も同一水準以上で取り扱うこと。

③　また、現業・非現業の昇格・昇給基準の差別を廃止するとともに、男女間に存する賃金格差の実態とその原因を明らかにし、是正する措置をとること。

④　高齢者昇給停止措置を解除し、国の措置を最低限とすること。
⑤　昇給延伸者に対する完全復元ならびに実損回復措置を講ずること。
⑥　４号俸を超える昇給原資を確保し、公平・公正に実施すること。
（４）諸手当等の改善
①　扶養手当については、属性区分を見直し、支給額、支給方法を改善すること。
②　住居手当は、支給範囲を拡大し、借家・借間についての改善を行うこと。また、持家に係る手当については、定住促進のため措置されてきた経過を踏まえ、今までどおり支給すること。

③　通勤手当は全額実費支給とし、非課税とすること。また、ガソリン等の値上がりに対応し、交通用具使用者の手当を実態に見合った額に改善すること。

④　下肢障害者のためマイカー通勤をしている者については、必要経費を完全に保障すること。

	⑤　離島など生活の不便な地域に勤務する職員に対し、特地勤務手当を支給すること。
⑥　時間外勤務手当はl00分の150(深夜100分の200)、休日勤務手当はl00分の200とし、夜間勤務手当は100分の50に支給率の改善を図ること。最低でも、労基法改正に伴う水準以上（月60時間を超える部分は100分の150）とすること。

⑦　宿日直を廃止すること。当面、その回数を減らすとともに宿日直手当を大幅に増額すること。
⑧　管理職員特別手当は一部特定職員のみの優遇措置であり、この手当は制度化及び運用しないこと。
⑨　寒冷地手当については、灯油価格の高騰を踏まえ増額すること。また、非課税とすること。

⑩　一時金は期末手当一本とし、現行水準を維持改善すること。
（５）退職手当の改善について
①　退職手当及び退職時特別昇給は、現行水準を維持すること。
②　定年前退職者については、協約退職（個別勧奨）制度を確立し、退職時特別昇給の実施・拡大など退職条件の改善を図ること。
２　自治体関係労働者の賃金・労働条件の改善
（１）臨時・非常動・嘱託・パート職員等
①　恒常的な業務に従事する臨時・非常勤・嘱託・パート職員等については、ただちに正規職員とすること。
②　臨時・非常勤・嘱託・パート職員等の雇用は、労使交渉に基づく協約・協定の内容を踏まえ、当該労働者に賃金、労働時間を明示し労働契約を締結すること。

③　当面、2008年８月に人事院より出された指針に基づき、次の事項を最優先に実施することとし、改善事項は、協約・協定を締結し、規則・規定、要綱等として制度化すること。

ア）基本賃金の大幅引上げ（最低でも正規職員の８割）と、年齢や経験年数に応じた初任給格付け、定期的昇給制度の確立。
イ）期末手当（６月、12月）の正規職員並み完全支給
ウ）寒冷地手当の正規職員並み完全支給。
エ）その他諸手当の支給・制度化、とりわけ最低でも通勤手当は雇用形態を問わず完全支給すること。
オ）諸休暇制度の確立、とりわけ、年次有給休暇制度の採用１年目からの公務員並み確立（最低でも労基法基準の６月継続勤務で10日）と週休２日制の実施。
カ）退職手当の制度化・支給。
キ）社会保険、雇用保険、労災保険への加入。
（２）社会福祉協議会職員等
①　社会福祉協議会職員の賃金・労働条件を自治体職員並みに改善すること。
②　そのため、委託費、補助金等で必要な財政措置を行うこと。
（３）委託先民間労働者等

①　「公契約」に基づく民間委託労働者の賃金及び労働条件の確保と、環境・福祉・公正労働・男女平等参画等の社会的価値を実現するため、「社会的価値の実現に資するための自治体契約制度のあり方に関する基本条例」を制定すること。

②　業務委託に関する入札にあっては、入札価格において人件費相当分を明記した最低制限価格を設定すること。

	③　最低でも委託先民間職場から労働基準法・短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律（パート法）違反や、労働保険・社会保険の有資格未加入といった法違反を一掃すること。そのため、自治体として委託先民間職場の労働条件を把握するとともに、法違反があった場合の是正指導や指導に従わない場合は委託先から除外する等の対応をとること。

④　委託料の積算について、委託先民間労働者の賃金引き上げを自治体職員と同様にすること。また、委託契約にあっては、賃金・労働条件を明確にし、自治体職員との格差をなくすこと。

⑤　委託清掃職場から労働災害を一掃するため、「清掃事業における安全衛生管理要綱」（平成５年３月２日付け基発第123号）の徹底を図ること。

３　新たな人事評価制度関係

（１）新たな人事評価制度は、国の試行実施状況を見極め、拙速に導入しないことし、導入にあたっては労使協議と合意を前提とすること。

（２）新たな人事評価制度は賃金諸制度と直結しないこと。

４　労働時間・休暇等の改善
（１）労働時間の短縮

①　地方公務員の所定勤務時間を、人事院勧告等を踏まえ2009年４月より１日７時間45分、週38時間45分に短縮すること。同時に勤務時間をはじめ給与等関係する条例・規則等の改正を行うこと。また、休憩時間については、育児・介護の責任を有する職員の実態等を総合的に考慮し検討するとともに、変更にあたっては、労使合意を前提とすること。さらに、変則・交替制勤務職場においても同様に勤務時間を短縮すること。

②　時間外勤務の縮減に努めるとともに、時間外手当は完全支給すること。また、年間の総労働時間1800時間体制確立に向け実効ある施策を講じること。

③　労働基準法第36条に基づく時間外勤務に関する労使協定（36協定）を最低でも法適用全職場（事業所、施設等）で締結すること。

④　時間外労働の縮減のため、毎週１回（水曜日を基本）のノー残業デーの設定をはじめ、定時退庁の促進を徹底すること。

⑤　育児・介護の責任を有する男女労働者の時間外労働（週休日、休日出勤を含む）は年間150時間を上限とすること。また、深夜労働の制限を設けること。
（２）休暇制度等の改善
①　年休の完全取得のために実効ある施策を講じること。
②　病院等変則交替制職場の週休２日制の確立のため、必要な人員配置や予算措置など諸条件を整備すること。
③　最低年５日以上を基本とする夏季休暇を制度化すること。

④　リフレッシュ休暇制度、有給教育休暇、ボランティア休暇及び骨髄バンク提供職員に対する特別休暇を新設するとともに既存の特別休暇・病気休暇について日数拡大をはかること。

⑤　健康障害休暇等の新設を行うこと。

⑥　職員が裁判員として出頭する場合、「特別休暇」として措置すること。

（３）両立支援のための休暇等の新設・充実

①　育児休業を５原則（有給・選択制・現職復帰・代替の確保・男女対象を制度化）で制度化すること。

	②　育児時間は最低120分とするとともに、運用の自由を認め、男性への適用拡大をはかること。
③　育児のための短時間勤務制度について

ⅰ）国家公務員の制度を最低とし、条例化にあたっては事前協議・交渉・合意を前提とすること。

ⅱ）代替職員は原則正規職員とすること

ⅲ）育児休業の復職時調整は３／３で換算し、号俸調整を行うこと（育児休業を取得した職員の職務復帰後における給与は、育児休業をした全期間を引き続き勤務したものと見なして調整すること。あわせて、在職者調整を行うこと）。

④　介護休暇を４原則（有給・選択制・現職復帰・代替の確保）で制度化すること。

⑤　子の看護休暇を新設すること。既に制度化している自治体については、つぎのとおり新たな家族看護休暇として充実・制度化をはかること。

　ア）こども以外の家族の病気等にも取得できる制度（有給）とすること。

　イ）期間は暦年で10日とすること。

　ウ）介護時間1日120分を制度化すること。

⑥　男性の積極的な育児参加のため、配偶者出産休暇、育児参加特別休暇の制度化をはかること。

⑦　次世代育成支援対策推進法を踏まえ、自治体においては事業主として、男性の育児・介護休業（休暇）の取得促進など両立支援策に関わる「行動計画」の着実な実施を図ること。
５　女性労働者の労働条件等
（１）『女性差別撤廃条約』の理念に基づき、地公法第13条を遵守し、自治体職員の募集から退職まで一切の男女差別をなくすこと。特に、婚姻、妊娠、出産を理由とした退職はなくすこと。
（２）労働基準法、母子保健法等を積極的に活用し、諸権利の整備を図ること。とりわけ、下記事項の実現を図ること。
①　産前産後休暇を、産前8週間(多胎14週間)、産後13週間で制度化を図ること。また、代替職員を完全に配置すること。
②　母子保健法に基づく保健指導や健康診査を、回数ではなく１日単位の通院休暇として制度化すること。また、妊産婦に対する母性健康管理措置の制度化を図ること。
③　妊娠障害休暇を最低14日とし制度化すること。また、運用の自由を認めること。
④　妊産婦の通勤緩和措置制度を拡充すること。
⑤　妊産婦に対する軽易業務への転換制度を確実なものとすること。
⑥　労働法66条に基づく妊産婦の請求による時間外労働・休日労働・深夜労働の禁止措置にともなって代替要員の確保等の条件整備を図ること。
６　労働基本権の確立
（１）下記事項について、政府・国会に対し要請書を提出すること。
①　ＩＬＯ151号条約を即時批准し、「団体交渉による賃金及び労働条件決定制度」を確立すること。このため必要な国内法の整備を行うこと。
②　労働協約締結権を含む団体交渉権の確立を法律で保障すること。
③　「職員団体のための職員の行為の制限」(役員の専従制限条項)を撤廃すること。

	④　消防職員などすべての官公労働者に団結権を保障すること。

（２）組合役員の人事異動にあたっては事前協議制を確立すること。
（３）管理職員の範囲はＩＬＯ87号条約の精神に基づき、不当な拡大を行わないこと。また、団体交渉事項とすること。
７　組織・機構・定数等
（１）欠員補充・定数拡大・直営堅持

①　欠員不補充、定数削減等を行わず、中長期の新規採用計画策定すること。

②　事務・事業(仕事量)の拡大に見合う、必要な人員を確保すること。特に、ホームヘルパー等介護職員、看護師等看護職員の確保と大幅増員を図ること。
③　任期付採用制度に関する条例化と運用については、十分な労使協議と合意を前提とするとともに、具体的な採用の必要性が生じた段階において条例化を行うこと。また、部内の人材活用および育成を基本として、それにより賄うことが著しく困難な職種について適用すること。

④　自治体の障害者雇用については、98年７月に改正された法定雇用率の達成と自治体独自雇用率の設置を図ること。

⑤　業務の民間委託化、一部事務組合化等、住民サービスの低下、住民自治の否定につながる合理化は行わないこと。また、現行委託業務等は、直営化すること。
⑥　地方独立行政法人制度の導入は行わないこと。導入を検討する場合は、十分な労使協議と合意を前提とすること。

　⑦　公共施設等の管理については、直営を堅持すること。やむを得ず指定管理者制度を検討する場合は、十分な労使協議と合意に基づくこと。また、現行の管理委託制度からの切り替えについても、拙速な切り替えを行わず労使協議を行い、最低限、現在の委託先への切り替えを行うこと。

（２）高齢者再任用・分限・派遣等

①　高齢者再任用制度を早期に条例化し、その内容は、国の制度を下回らないこと。制度実施、運用は労使合意を原則とすること。また、導入にあたっては、在職中の臨時・嘱託等職員の雇用不安につながらないようにすること。

②　平成25年度からの報酬比例部分の年金支給開始年齢引き上げに伴う新たな高齢職員の任用制度は、定年延長を基本に検討を行うこと。

③　自動失職の特例を定める「分限条例」を制定すること。また、上記特例に見合う内容を協約化していても速やかに条例化すること。
④　公益法人等への職員の派遣については、本人の同意を厳守するとともに本人の不利益とならない内容で条例化すること。

８　現業職場の労働条件等

（１）現在、直営で行っている現業職場については、引きつづき直営で行うこと。

（２）既に、委託されている職場については、自治体の行政責任としてしっかり管理すること。

①　委託契約における適正な賃金確保のための条例（公契約条例）を制定し、入札（総合評価方式・最低制限価格制度）・委託契約の条件に労働者への公正労働基準と生活賃金の確保と義務付けるなどの労働保護対策を展開すること

②　委託契約内容が法律に違反している場合や、受託企業が委託契約内容を守らない場合、

	すみやかに是正のための具体的措置をはかること（脱法行為の学校用務員のシルバー人材センターからの派遣、道路交通法違反の清掃パッカー車における作業員のステップ乗車等）
（３）すべての労働条件（民間委託を含む）については、事前協議（団体交渉）とし、労使双方の合意に基づく労働協約を締結すること。労使の合意に達しないものは、一方的に強行したり、議会提案をしないこと。

（４）現業職員と非現業職員との賃金格差を解消すること。また、現業職員の賃金については、総務省から適正化（引下げ）に向けた強力な指導に屈せず、現行の水準を維持すること。

９　労働安全衛生等

（１）労働安全衛生法を遵守するとともに、労働安全衛生委員会を開催すること。また、今年度の開催計画を明らかにすること。

（２）労災補償制度の上積みをはかること。とくに死亡災害については、自賠責なみの3,000万円とすること。

（３）職員の健康管理体制の充実をはかること。特に、受診率の向上と受診後の健康管理、指導・教育などへの方策を行うこと。

（４）セクシャル・ハラスメントをなくすための指針を明確にし、啓発活動や苦情処理のための具体的実施計画を定めること。

（５）過重労働・メンタルヘルス問題に対する具体的な対策を行うこと。

10　自治体財政の確立

（１）自治体財政健全化法の４指標（08年度決算を軸にした推計）の数値と算出根拠を明らかにすること。さらに、将来推計についても明らかにすること。

（２）推計が高い指標についての原因を明らかにすること。

（３）09年度以降の財政推計を明らかにすること。さらに、その問題点と今後の行財政運営・公共サービスのあり方について考え方を明らかにすること。

（４）財政健全化計画を策定するにあたっての具体的な考え方とスケジュールを明らかにすること。
（５）公会計改革に対する考え方とスケジュールを明らかにすること。


2009男女平等産別統一闘争の推進について
【基本的な考え方】

　通年闘争と位置づけた男女平等産別統一闘争は６年目を迎えます。2008春闘時に要求書を提出した単組は145単組（全単組の59.7%）で2007春闘時よりも若干上回りましたが、取り組みが地本・単組での受け止めが十分とは言えませんし、まだまだ具体的実践にいたっていません。さらに、交渉を行った単組は限られており、男女平等産別統一闘争が重点課題とはなり得ていません。その原因として、賃金合理化等に対する取り組みや自治体財政健全化など当面する重要な課題が優先されていることがあげられます。2009年度も要求書を提出し交渉を行っていくことを基本に、取り組みを強化する必要があります。

また、育児等を行う職員の両立支援に資する人事院規則や法制度の改正、さらには次世代育成支援対策推進法に基づく地域行動計画や特定（一般）事業主行動計画の策定など、男女平等参画社会を実現するうえでの法制度上の整備がはかられています。これらの制度を十分活用するためにも、組織全体が男女平等産別統一闘争を重要な課題として捉え、日頃の取り組みや職場実態を検証するとともに、その結果を踏まえて当局（雇用主）と交渉協議を行うなど、男女平等参画社会の実現に向けた運動サイクルを確立することが必要となり、今後も粘り強く取り組みを進めていかなければなりません。

【闘争の全体イメージ】

○　春闘時に「2009年度　自治体労働者の賃金・労働条件に関する統一要求書」と同時に「2009年度　男女平等社会及び職場における男女平等の実現に関する統一要求書」を提出し「男女平等基本条例」「男女平等行動計画」や「職場における男女平等」総体の議論を行う。

○　６月～７月期における人員確保闘争にあわせて「募集・採用・配置・昇進などにおける男女平等の実現」などの課題を中心に交渉する。（人員確保・採用に関わる交渉の時期が違う単組は、その時期にあわせておこなう）

○　11月の賃金確定闘争において、男女の賃金差別などを中心にした賃金課題と全体の課題について交渉を行う。

○　１月の当初予算闘争についても「男女平等産別統一闘争」の課題を具体的に解決する場として交渉を行う。

【闘争の意義と重点課題】

　1999年に施行された男女共同参画社会基本法は、その前文で男女共同参画社会の実現を「21世紀の我が国社会を決定する重要課題と位置づけ、社会のあらゆる分野において、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の推進をはかっていくことが重要である」と明記しています。また、基本法では①男女が性別による差別的取り扱いを受けないことなど男女の人権の尊重、②社会制度慣行が、男女の社会における活動の選択に対して及ぼす影響を中立的なものとすること、③国・地方公共団体または民間団体の政策・施策方針の立案及び決定への男女共同参画、④家庭生活における活動とその他の活動の両立、⑤国際的協調を基本理念とし、その具体的施策を示すとともに、国、自治体、国民に対して男女共同参画社会の形成に向けた責務が記載されています。しかし、北海道内の自治体職場においては、財政危機や市町村合併などを理由に、共働きに対する攻撃や退職強要などの実態も明らかになっています。また、自治体が問われている「住民参加」「住民との協働」を推進するためには、男女平等の意識を浸透させていくことが不可欠となります。自治労にとって職場環境の改善という労働運動の課題と地域の男女平等社会の実現をめざす自治体改革運動の前進を図るためにも「男女平等産別統一闘争」の取り組みは重要な位置をしめています。

○重点課題

（１）雇用主要求による男女平等の実現

これまでの格差是正要求の獲得状況を踏まえ、職場・地域の男女平等の実現を要求します。

（２）自治体への政策要求による男女平等の法制度・社会環境の整備

男女平等の視点をもって自治体改革運動を推進し、地域社会における男女平等をめざします。

【具体的な運動展開について】

○道本部の取り組み

1 　道本部として、道・市長会・町村会に対する申し入れを実施します。

2 　地本と連携した男女平等セミナーの取り組みをめざします。

3 　春闘討論集会での「男女平等産別統一闘争」についての学習会を実施します。

○地方本部の取り組み

①　地本執行部は地本女性部・青年部などとの連携を強め、組織総体での取り組みを追及します。

②　闘争体制の強化に向けて、学習会の開催、単組・総支部代表者会議の開催をめざします。

③　管内市長会・町村会に対する申し入れを実施します。

④　地本として統一獲得目標・妥結基準などを設定し具体的な要求実現をめざします。

○単組・総支部の取り組み

1 統一要求書の一斉提出

　　　２月25日（水）に、「2009年度男女平等社会及び職場における男女平等の実現に関する統一要求書」を全単組が各自治体首長に対し一斉に提出します。

2 回答指定日

　　要求の回答指定日は、３月６日（金）とし、要求の前進をめざします。

3 　男女平等に関する法律、ジェンダーなど男女平等の課題についての学習会を開催します。

○重点要求指標

1 　地域の状況を反映した男女平等基本条例または男女平等参加計画を制定すること。

2 　地公法13条・改正均等法を遵守し、男女平等の職場とすること。

③　募集・採用・配置・昇進・賃金等について、男女別・雇用形態別・職種別・職階別の実態を調査し、差別の是正措置をはかること。

④　「特定（一般）事業主行動計画」の進捗状況の点検と労使協議の場を確保すること。

	2009年度男女平等社会及び

職場における男女平等の実現に関する統一要求書（案）
（一）男女平等社会実現にむけて
（1）地域の状況を反映した男女平等基本条例または男女平等参画計画を制定すること。策定にあたっては、下記事項を盛り込むこと。
ア　自治体の男女平等行動計画の策定および北京宣言、男女共同参画2000年プラン、男女共同参画社会基本法を踏まえた行動計画の見直しを行うこと。

	イ　自治体に設置する公的審議会、各種行政委員会等への女性の登用を進め、当面の最低目標値を40％とし、50％をめざすこと。また、登用段階で女性の少ない職名指定等、結果として女性を排除することのないよう公正な運用を行うこと。
（2）「公契約」に基づく民間委託労働者の賃金及び労働条件の確保と、環境・福祉・公正労働・男女平等参画等の社会的価値を実現するため、「社会的価値の実現に資するための自治体契約制度のあり方に関する基本条例」を制定すること。

（二）職場における男女平等の実現について

（1）地公法13条・改正均等法を遵守し、男女平等の職場とすること。
（2）「女性職員の採用・登用の拡大のための指針」を策定または拡充し、年次計画・数値目標を含む採用・登用等の改善にむけた計画の策定を行うこと。

　（3）募集・採用の差別をせず、男女に平等・公正な就職機会を保障すること。
　（4）教育訓練における差別をなくし、研修・教育プランに男女平等のテーマを盛り込むこと。
（5）福利厚生における男女差別をなくすこと。
（6）配偶者の昇進や昇格に伴う退職勧奨など、定年・退職・解雇における差別をなくすこと。
　（7）実質的な間接差別につながる基準・慣行等を見直すこと。

（8）労働安全衛生委員会における男女平等参画をすすめ、女性や臨時・非常勤等職員の立場から安全で快適な職場づくりに取り組むこと。

（三）格差是正について
（1）昇格、昇給、賃金制度の運用に関する格差をなくすこと。
（2）配置・昇進の男女異なる扱いを是正すること。
（3）扶養手当の被扶養者の認定および住居手当の支給にあたっては「世帯主」「主たる生計の維持者」を基準とせず申請した者に認めること。申請手続きについても男女同一の取り扱いとすること。
（四）仕事と家庭責任の両立支援制度の充実、労働時間・休日・休暇等の処遇について

（1）仕事と家庭の両立支援策を進めること。
（2）育児・介護の責任を有する男女労働者の時間外労働（週休日、休日出勤を含む）は年間150時間を上限とすること。また、深夜労働の制限を設けること。

（3）労働者の生涯設計に対応する休暇制度等の新設・充実をはかること。

①　介護休暇４原則（有給・選択制・原職復帰・代替の確保）で制度化、最低、６ヵ月に拡大すること。

②　育児休業の５原則（有給・選択制・原職復帰・代替の確保・男女共対象は制度化）で制度化すること。最低、対象となる子の年齢を３歳未満に引き上げること。

③　育児時間は最低120分とするとともに、運用の自由を認め、男性への適用拡大をはかること。

④　子の看護休暇を新設・拡充すること。

⑤　男性の育児休業・介護休暇取得を促進するための啓発活動を行うこと。男女ともに育児や介護に関する研修を受ける機会を保障すること。

⑥　男性職員の育児参加の促進と家庭責任を果すための支援策として、育児参加特別休暇・配偶者出産休暇制度の新設・拡充をすること。

	（4）育児休業及び介護休暇に係わる期間の給与上の取り扱いは、全期間勤務したものとみなし昇給、一時金、退職手当に関する不利益を解消すること。
（五）女性労働者が働きつづけるための条件確保について

（1）労働基準法、母子保健法等を積極的に活用し、諸権利の整備をはかること。とりわけ、下記事項の実現をはかること。

①　産前産後休暇を、産前8週間（多胎14週間）、産後13週間で制度化をはかること。また、代替職員を完全に配置すること。

②　母子保護法に基づく保健指導や健康診査を、回数ではなく1日単位の通院休暇として制度化すること。

③　妊娠障害休暇（つわり休暇）を最低14日とし制度化すること。また、運用の自由を認めること。

④　妊産婦の通勤緩和措置制度を拡充すること。

⑤　妊産婦に対する軽易業務への転換制度を確実なものにすること。

⑥　労働基準法66条に基づく妊産婦の請求による時間外労働時間・休日労働・深夜労働の禁止措置にともなって代替要員の確保等の条件整備をはかること。

（六）次世代育成支援対策推進法について
①　次世代育成支援対策推進法に基づき制定された「都道府県・市町村行動計画」および「特定事業主行動計画」の着実な実施をはかること。

②　「特定（一般）事業主行動計画」に含まれる賃金労働条件に関する事項についての労使協議を行い、改善を図ること。

（七）セクシュアル・ハラスメント等の対策について

①　セクシュアル・ハラスメントを含むすべてのハラスメント防止について、労使一体となった取り組みを実施すること。

②　セクシュアル・ハラスメントをなくすための基本方針を明確にし、啓発活動や相談・苦情処理のための体制整備をはかること。

③　男女同数・労使同数で構成する苦情処理委員会を設置すること。


2009春闘期の組織強化・拡大、地域公共サービス産別建設の重点課題

	「組織強化・拡大、地域公共サービス産別建設」の取り組みを春闘期における様々な取り組みと結合させるとともに、統一重点課題を設定して道本部、地方本部、単組・総支部「総がかり」ですすめます。


１．組織強化・拡大の基本方針

労働組合の組織率の低下によって、自治体規模・地域・雇用形態における賃金・労働条件の格差拡大に十分対抗することが弱まり、その社会的影響力の低下が労働法制の改悪などにつながっています。自治労は地域公共サービス産別方針に基づき組織拡大に取り組んでいますが、組織人員の減少に歯止めをかけることができていません。組合員の登録人数では、1999年には100万人を超えていましたが、2008年６月の登録確定では869,452人（直属、全競労含む）です。このうち、全競労と全国一般を除く47県本部では、836,323人となっており、実に９年間で16万9千人の減員となっています。

このような状況を踏まえ、自治体における未組織・未加盟の解消、退職不補充や公共サービス分野の拡大により増加した臨時・非常勤職員、公共民間労働者など労働組合を必要としている労働者の組織化が急務となっています。道本部は、地域公共サービス労働者の大胆な組織化を実現することを通して、文字通り「地域公共サービス産別」への着実な前進をはかります。

また、労働運動だけでは解決できない課題が増大してきており、それらの解決をはかるためには市場万能主義によって競争・格差社会を生み出してきた政治状況を変えなければなりません。春闘期における組織強化・拡大の取り組みを、衆議院の解散・総選挙に向けた政権交代を実現する取り組みと結合させて推進します。
組織強化・拡大の基本的課題として、①自治体の臨時・非常勤等職員の組織化を2009年度の最重点課題とするほか、②自治体単組における組織率の向上と基礎的力量の引き上げ、③地方本部体制の確立、④公共民間労働者の組織化、⑤連合・地域共闘への結集とし、2009年３月～５月を「自治労北海道組織強化拡大行動月間」に設定します。

この行動月間にむけて、各地方本部は「組織強化拡大行動委員会」を開催し、組織化目標と行動計画を春闘段階で具体的に策定することとし、「道本部統一重点課題」の徹底など道本部－地方本部－単組・総支部「総がかり」で取り組みをすすめます。

２．道本部統一重点課題

(1) 総学習・総対話運動の展開

(2) 自治体の臨時職員・非常勤等職員の組織化、自治労結集の推進
(3) 公社・事業団・委託先事業所など自治体関連労働者の組織化、自治労結集の推進
(4) 組合未加入者（職場）の解消、加入運動の徹底（４月新規採用者対策を含む）

(5) 市町村合併に連動した組織化の徹底（自治体・事務組合・社協）

(6) 消防職員の組織化の徹底

(7) 連合・地区連合を中心とする交流・連帯活動の強化

(8) じちろう労働相談ダイヤル(フリーダイヤル・0120-768-068)の活用

３．具体的な取り組み

（１）総学習・総対話運動の展開

「2009春闘方針」をテーマとした学習会・対話集会を全単組・総支部で実施します。

（２）自治体の臨時職員・非常勤等職員の組織化、自治労結集の推進

すべての単組に共通する最重点課題を臨時・非常勤等職員の組織化とします。自治体行政サービスへの指定管理者制度の導入、民間委託・民間委譲等が大胆に行われている中、春闘・政治闘争と連動して雇用確保（雇い止め阻止）と労働条件の改善をはかり、まず各単組・総支部段階でのネットワークづくりに取り組んで組合加入を働きかけます。相談活動の実施や連絡会議への参加呼びかけなど、臨時・非常勤等職員連絡会議や職能三評議会と連携したオルグ活動を積極的に展開するとともに、重点単組を指定して組織化の取り組みをすすめます。 

２月21日開催の「自治労臨時・非常勤等職員全国協議会総会・交流集会」に、幹事はもとより各単組・総支部からの積極的な参加を追求します。また、７月４日には自治労道本部臨時・非常勤等職員連絡会議第16回総会・第25 回全道交流集会を開催します。

それぞれ未組織・未加盟の仲間への声掛けを通して多くの臨時・非常勤等職員に参加を求め、交流と議論を交わすことから、自治体職場を取り巻く状況認識をひとつにして組織拡大につなげます。

①　組織化されている単組においては、基本組織と連携して次の実践課題について取り組みます。

 　ア）今年８月に人事院が発した「非常勤職員の給与に関する指針」（正式名；給実甲第1064号一般職の職員の給与に関する法律第22条第２項の非常勤職員に対する給与について（通知））を活用した、運動の構築とたたかいの展開を進めます。

	非常勤職員の給与に関する指針
１　俸給に相当する給与については、当該非常勤職員の職と類似する職務の常勤職員に適用されている俸給表の１級の初号俸の俸給月額を基礎として、職務内容、在勤する地域及び職務経験等の要素を考慮して決定すること。

２　通勤手当に相当する給与を支給すること。

３　相当長期にわたって勤務する職員に対し、期末手当に相当する給与について、勤務期間等を考慮の上、支給するよう努めること。

４　各府省においては、非常勤職員の給与に関し、上記１から３までの趣旨を実施するよう、規定を整備すること。


　 イ）任用根拠の明確化と業務内容についての非正規・正規職員の実態について調査、研究を行います。

　 ウ）賃金、労働条件についての非正規・正規職員の実態について調査、研究を行います。

　 エ）上記の調査、研究をもとに、春闘期において均等待遇にかかる要求書を作成、提出し、具体的な当局の回答を引き出します。

　 オ）春闘期で引き出した回答をもとに、秋闘期に向けたたたかいを構築します。

カ）この間、単組で取り組んできた運動やたたかいの到達点を総括し、春闘期の運動やたたかいに引継ぎます。

   キ）近隣の臨時・非常勤等職員未組織単組の組織化に対する、支援要請の際には、積極的に対応することとします。

 　ク）現在、総務省に設置され議論されている「地方公務員の短時間勤務の在り方に関する研究会」に関する学習会等を開催し、制度の概要についての認識を深め、雇用安定、処遇改善を求めるための意見集約を行うこととします。

②　臨時・非常勤等職員の未組織単組では、基本組織において次の取り組みを行うこととします。

 ア）中央本部の臨時・非常勤職員等の実態調査結果（中間報告）にある、自治体職員の1／3が臨時・非常勤等職員で、その70％が年収200万円以下の官製ワーキングプアであり、そういった非正規職員が存在して公務が成り立っているという現実を踏まえ、各単組における実態把握を行うこととします。とりわけ、時給・日給・月給を問わず自治体最低賃金（国公行(一)１級13号相当）を上回っているかの点検を行うこととします。

 イ）未組織であっても非正規職員の賃金・労働条件向上に向けて精力的に取り組んでいる単組が多く見られますが、組織化がこの間の運動の到達点を否定するものではなく、むしろ発展的に受け止めて、全単組において組織化に向けた議論、取り組みを進めます。

 ウ）執行部として中央本部の「臨時・非常勤職員等の実態調査結果（中間報告）」や「地方公務員の短時間勤務の在り方に関する研究会」に関する学習会等を開催し、組織化へ向けた情勢認識を一致させることとします。

 エ）具体的な組織化計画のある単組は、地方本部・道本部と連携し、情報の共有化を図り、積極的に組織化を進めます。

③　道本部の取り組み

 ア）道本部は、中央本部の臨時・非常勤等職員の実態調査内容を踏まえ、道内各単組における非正規・正規職員の実態把握に努め、全道的な比較・検討資料を作成します。

 イ）各単組における各種学習会等の講師派遣要請に積極的に対応します。

 ウ）道本部臨時・非常勤等職員連絡会議として、未組織単組への交流要請には積極的に対応します。

エ）地方本部と連携して、組織化へ向けたオルグ活動を強化します。

 オ）「地方公務員の短時間勤務の在り方に関する研究会」に関する意見集約を進め、臨時・非常勤等職員の雇用安定、処遇改善を求める立場で、中央本部に意見反映します。
（3）公社・事業団・委託先事業所など自治体関連労働者の組織化、自治労結集の推進

指定管理者に選定された既存の公社・事業団をはじめ外郭団体に対しては、今後も賃金・労働条件の大幅な切り下げや、公社・事業団の統廃合が続くことが予想されます。地域で提供されている公共サービスについて行政としての責任を果たすためにも、これらの業務を現に担っている労働者の組織化に全力を挙げます。各単組・総支部は公共サービス関連職場の雇用不安や労働条件切り下げなどの状況を把握し、プロパー職員との連絡・連携関係づくりを行動月間中に取り組みます。そのうえで、「福祉ユニオン」と「環境施設ユニオン」の職種別ユニオンを機軸にして自治労結集をめざすとともに、労使対等で交渉できる職場づくりをめざします。 

２月６～７日に開催される公共民間労組評議会2009春闘討論集会への積極的な参加をすすめるとともに、前段５日には省庁交渉が予定されていることから、引き続き中央本部に対応を求めていきます。

また、自治体からの委託職場では、業務委託を受注した後に具体的な春闘交渉が始まることにより、2009春闘においても７月段階まで交渉などが続くケースが多いため、当該職場の労働者に対する地元自治体単組の協力は大きな励ましとなることから、公共民間労組、自治体単組、道本部との連携を今後も引き続き求め推進します。

（４）組合未加入者（職場）の解消、加入運動の徹底（４月新規採用者対策を含む）

全単組で組合未加入者名簿を作成し、未加入理由を分析したうえで加入運動を推進します。特に、保育所・病院等施設職場単位で未加入となっているところについては道本部、地方本部、職種三評議会の協議のうえで重点単組を指定して組織化の取り組みをすすめます。また、4月新規採用者についての「組合加入」運動の一環として、「新入組合員歓迎会」等を企画、開催します。さらに、条件付採用期間の組合加入を取り組めない単組においては、自治労共済加入（自治体職員で、出資金100円と基本型の掛金を添えて申請することで共済組合員となれる）・自動車共済制度等の利用を先行して取り組み、条件付採用後にスムーズに自治労加入できるよう取り組みます。

（５）市町村合併に連動した組織化の徹底（自治体・事務組合・社協）

市町村合併後に組織率の低い自治体単組における組織率向上と、未加盟10単組・未組織1自治体の自治労結集をすすめるためのオルグ活動や学習会に取り組みます。また、事務組合や社協職員の雇用保障と組織化をすすめるため、各単組・総支部は春闘期に当該職場労働者との「顔の見える関係づくり」を取り組みます。

（６）消防職員の組織化の徹底

消防職員委員会が民主的に運営されるためには、職員側の委員の選出、意見の提出、決定事項が実効あるものにしなければならないことから、消防職場における自主組織づくりは何よりも大切です。したがって、組織強化拡大行動月間に、道消協が主体となって地方本部、各単組と連携しながら自主組織未結成の消防職場を中心に組織化に向けてのオルグを実施し、組織強化・拡大に取り組みます。

（７）連合・地区連合を中心とする、交流・連帯活動の強化

地域春闘への積極的参加、特に地場中小組合の闘争支援体制を確立することと併せて、連合地協規模での各種春闘の取り組みに積極的に参加し、官民一体感のある運動の強化に努めます。

（８）じちろう労働組合相談ダイヤル（フリーダイヤル・0120-768-068）の活用
道本部は「じちろう労働相談ダイヤル（フリーダイヤル・0120-768-068）」を組織化活動のアンテナとして公共サービス分野全般に展開して労働相談活動を実施します。各地方本部・単組・総支部は宣伝資材を活用し、「フリーダイヤル・0120-768-068」を使った労働相談の周知に努めます。

４　道本部－地方本部の取り組み

道本部は、これらの取り組みを支援するための各種資料を提供するとともに、必要に応じて地方本部・単組・総支部へ役員の派遣を行います。地方本部においては各単組の取り組み状況を把握し、組織強化・拡大の取り組みを具体的に推進するため下記の獲得目標実現に向けた行動を展開します。

＜単組の春闘目標課題＞

①　単組春闘方針の確立

②　執行委員会の定例化と週１回開催

③　春闘方針の組合学習会の実践

④　執行部全員による春闘要求の提出と団体交渉の確立

⑤　各種闘争戦術と批准投票の完全実施

⑥　組合機関紙発行の定期化(目標週1回発行)

⑦　地域春闘の各種支援行動及び集会への積極的参加

⑧　未加入者および臨時・非常勤職員の組織化

⑨　消防協・家族会・退職者会の組織化

⑩　社協、委託先清掃・公杜・事業団・一部事務組合および介護労働者をはじめとする自治体関連民間労働者の組織化

2009人員確保の取り組み
【09人員確保の取り組み】

　人員確保闘争は、全道的な自治体財政の悪化にともなう退職者不補充・新規採用者の抑制が拡がる中で、各自治体が置かれている現状と単組における人員に関する調査を踏まえ、地本としての方針を確立し、各単組で議論を進め、６月～７月を山場とした闘争の再構築をめざしてきました。

町村単組においては新規採用について５月～６月までに一定の方向性を持つ必要があることが明らかになり、09年は昨年に引き続きスタート時期を早め、春闘期から要求し交渉を行っていくこととしました。

08年の取り組み単組数は07年を若干上回る結果となりましたし、各単組の採用予定者も退職者数の完全補充とはなっておりませんが、若干増加の傾向になっております。また、取り組むことができなかった単組の理由としては、①採用計画が妥結済みのため、②確定期などに要求書を提出する予定、③賃金合理化等の課題を優先させるため、などが見受けられます。

　今後に向けて人員確保の取り組みは継続し、組織に定着を図っていかなければなりません。全道的に採用募集をかけても、希望者が定数をみたさない状況もある中、採用計画として妥結した単組についても、再度検証・交渉をする必要があります。さらに職場実態調査の中から採用計画を検証し、必要に応じて人員確保の要求をしていく必要があります。確定期で交渉を行なうことを理由に取り組まなかった単組については、賃金課題等が優先の交渉により必要な人員を確保できない結果となれば住民サービスの低下を招くことにもなりかねないことから、春闘期から人員確保闘争を取り組む必要性について議論することが必要です。道本部の提起・指導のあり方、地方本部との連携・取り組みへの相互理解を一層強化していかなければなりません。

公務労働は業務量を数値として表すことが困難な職場であり、業務量の基礎となる現在の業務量や潜在的な業務などは現場の組合員が把握していくしかありません。そのため、現場の情報が正しく当局に伝わらない場合や情報を聞こうとしない当局の場合などに業務量や住民ニーズに見合った適正な人員配置が行なわれないという結果になります。人員配置が適正に行なわれない場合に私たちの労働条件に影響を与えることはもちろんですが、住民に対するサービスに大きな影響を与えることになります。私たちが人員確保の取り組みを行なうことは、労働組合というだけでなく公務労働の特殊性に起因しており、公務員労働組合の使命であるといえます。

【09人員確保闘争の組み立て】

○基本的な組み立て

昨年度の取り組みを基礎に、春闘時期から人員についての議論を進める。特に町村職においては新規採用を行なうかどうかの意志決定を早期に行なわせる必要があるため、春闘時期から要求し交渉を行なっていく。

○スケジュール

春闘期　　　　統一要求に基づいて新規採用について、交渉をおこなう。

３月～６月　　町村職は管内町村会実施の町村職員採用資格試験に向けて、交渉・事務折衝などをおこない採用予定を出させる。

職場議論や退職者数などを考慮し、単組として人員・新規採用者数の要求を確立する。

７月上旬　　　要求書の提出。

７月中旬　　　回答書を受け取り、交渉に入る。

７月下旬　　　山場として戦術の配置。

○地本の取り組み

08年度の取り組み結果に基づき、今年度の取り組み方針を議論し全体化を図る。具体的に到達点を明確にし、取り組みに至る経過や問題点を把握して今年度の目標を設定する。

○単組の取り組み

①　５月～６月に町村会が調査する支庁管内町村職員採用資格試験に向けての採用予定数を「若干名」「１名以上」で出させる。

②　人事異動や機構改革によって職場状況がどのようになっているのか、組合員の声を集約し把握する。その上で、各係や部署の不足人員、来年度までの退職予定数を考慮して新規採用者数の要求を確立する。

③　地本が示すスケジュールに基づき要求書の提出・交渉を行い要求の実現をめざす。

「福祉人材確保指針」の具体化に向けた取り組み

　　人材不足の深刻化に対処するため、社会保障審議会福祉部会は2007年７月26日「福祉人材確保指針」見直しを諮問し、８月に厚生労働大臣が告示しました。方策として①労働環境整備の推進、②新たな経営モデルの構築、③介護技術等に関する研究および普及、④キャリアアップ仕組みの構築、⑤福祉・介護サ－ビスの周知・理解、⑥潜在的有資格者の参入促進、⑦多様な人材の参入・参画の促進―などを挙げ「総力をあげて取り組む」とし、進歩状況の検証とその具体化を求めています。

また、国だけではなく「地方公共団体」の役割を規定し、地方段階における取り組みを促しています。自治労本部は、福祉人材プロジェクトの設置をし、国会対策の強化、世論を喚起するためのナショナルキャンペ－ンの取り組みを展開してきました。北海道本部としても「公共サ－ビスキャンペ－ン」の展開を積極的に担い、その成果として116,761筆を集約しました。自治労として「福祉人材確保署名」644,672筆を集め厚生労働大臣に提出をしました。

2009年度の介護報酬が「介護従事者の改善のための緊急対策」によって３％引き上げられることになりました。介護労働者の賃金を上げることができると説明されています。問題は、介護報酬の改善が、対策の目的である「介護従事者の処遇の改善」に使われるかどうかです。今後、国が人件費相当部分を開示し、ガイドラインを示すことによって介護労働者の賃金水準の改善を誘導すべきであると考えます。北海道本部としても本部の定期を受け、次の取り組みを再構築し推進します。

①　北海道に対し、北海道版「福祉人材確保指針」の策定と福祉労働者の雇用・賃金・労働条件改善にむけ取り組みを養成します。

②　利用者団体や市民団体との交流・連携を図り、地域全体で福祉人材確保に向けた取り組みを推進します。

③　第８回福祉集会（１月31日）や自治労道本部学校（2009介護集会）を通じて、社会福祉評議会を中心とし、福祉労働者当事者の大衆的参加および組織化の拡大を追求しながら、取り組みの徹底をはかります。

2009年現業公企部門に関わる政策制度要求の取り組み
１．現業公企職場に関わる政策制度要求についての若干の経過
　　地方財政危機を理由とした民間委託や自治体の定員適正計画などによる退職者不補充などにより直営職場は減少し、職場がなくなることにより任用替えも増えています。
　　技能労務職の賃金問題では、総務省は見直しに向けた取組方針の策定、民間賃金との比較公表、賃金決定の研究会を設置するなど、現業労働者の賃金を狙いうちにした動きを強めています。
　　2008現業公企統一闘争は、職場において誇りを持って働くことができ、社会的に必要とされる仕事としての「職の確立」をめざし、直営職場は直営を堅持し、委託職場は委託先の労働条件の底上げに重点におき取り組みを進めてきました。
　　そのためにも、基本組織との連携を強めるとともに、現業労働者自らが自分の職場から目を転じ、臨時・非常勤等職員、委託先労働者の状況や違いなどの付け合わせをすること、そしてそのことを通して、公共サービスの本質を今一度見つめ直し「コスト重視ではなく、あくまでも住民本位による行政サービスの質の追求」という認識を持ちつつ「真の行政サービス」の担い手へと意識改革を進めていく事が今後のたたかいの重要な柱となります。
　　このようなことから引き続き、現業公企は春闘期に部門別の制度政策要求を行い、自らが取り組んでいる「現業（現場）活性化」を視野に入れて、自治体の政策について検証を行い、住民が安心して暮らせる地域社会の確立に向け、それぞれの職種の専門性を生かした政策提言の取り組みを行います。行政の企画・立案の段階から、参画する体制作りを追求します。
２．具体的な取り組みについて
　（1）政策制度要求項目について
　　　　具体的要求項目は、別紙のとおりとします。　　
　（2）要求提出と交渉の推進について
　　　①要求項目は重点項目として〈別記〉のとおり、学校給食・学校用務員・清掃・水道・下水道職場を中心に提出することとしますが、各単組の職場実態に応じて要求項目を付加し、当局へ提出することとします。
　　　②取り組み期間は、中央委員会終了後直ちに取り組みを開始します。具体的戦術は2009春闘方針と同日とします。
　　　【具体的戦術】
２月25日(水)              要求書提出

２月25日(水)～３月　　　　リストバンド着用、組合旗掲揚

３月６日(金)

　回答指定日

３月９日(月)～12日(木)　　重点交渉期間、腕章着用

３月13日(金)

　超勤拒否、出張拒否
　　　③2008現業公企統一闘争時期に要求書が未提出の単組は、要求書提出を最大限追求することとし、提出済みの単組においても、十分な回答を引き出しきれていない場合は、この時期に改めて交渉を推進することとします。
　　　④各単組は要求書提出後、春闘期の対自治体交渉との結合をはかり、何らかの形で「回答」を引き出すことをめざします。
３．取り組みの結果報告について
　　各単組は、要求書の提出・交渉状況・回答内容について、各地本現業公企評議会と合わせて道本部に結果の報告を集中することとします。
	現業公企に関わる制度政策要求項目
１．学校給食について
　　学校給食調理員が「安全で安心の学校給食」が提供できる知識を身につけ「教育の一環」として食教育の推進の一端を担うため、資質向上させる研修や学習を積み重ねていくことが必要と考えてきました。
　　また、子どもや保護者の多様なニーズに対応するため、地場産の活用、行事食や郷土料理の継承、食事環境・施設整備の充実で「おいしく・ゆとりのある・楽しい学校給食」と環境保全・資源の有効利用に取り組んできました。
<重点項目>
(1) 学校給食の内容は、子どもたちの食生活そのものが多様化しており、学校給食も内容の充実とともにさまざまなニーズに応えること。
(2) 食材料としての地場産物の活用を促進すると共に、現在社会的に危惧されている中国産食材をはじめ危険性について指摘されているものは学校給食での使用を中止しなくてはならないため安全性の確保されている食材のみを使用し、生産・流通について食材の安全性の確保と点検体制の確立、および、地域の特性を生かした豊かな学校給食の実現に向け、画一的・独占的な物資の購入方法の改善をはかること。
(3) 学校給食の安全性については、調理手順や動線について検証し、安全性を高めるため学校給食に関わる職員全員で普段の作業方法を見直すことが重要で、通達等に過剰反応せずにふき取り細菌検査などによる具体的な内容での対応をおこなうこと。
(4) 環境問題については、学校給食から廃棄される生ごみや容器包装や資源循環型リサイクルとして活用する中で環境保全について地域住民と一体となっての取り組みが必要となってきます。学校における資源の重要性について理解を深める教育をおこなうこと。
(5) ノロウイルス被害の拡大防止のために、ノロウイルス感染の判別検査や機器購入、感染が判明した時点で出勤停止などの具体的な措置を講じるとともに、給食調理場における衛生管理の実態を把握し、衛生管理の基準を満たす環境を整備すること。
２．学校用務員について
　学校用務員の業務の概要は、1975年に学校教育法施行規則法49条に「学校用務員は学校の環境整備その他の用務に従事する」という条文を明記することによって業務の確立をはかってきました。また、職務内容の具体化についても「環境整備に関する業務」と「管理運営に関する業務」の２点を柱にすることを確認してきました。
　また、「児童・生徒が安心して過ごせる学校環境」の安全対策や施設開放の複合化などの社会変化により業務の多様化が進んでいますが、地域に結びついた学校をめざし取り組みを強化してきました。そのような中、用務員が今日抱えている問題を明らかにするとともに、子どもたちのための教育環境づくりは、どうあるべきか協議し、具体化していくことが求められてい

	ます。
　そのためにも、公共サービスの質的充実が求められており、下記事項への積極的な対応がなされるよう要求します。
<重点項目>
(1) 学校は児童・生徒にとって、安全で安心して生活できる場でなくてはなりません。そのためには、危険と考えられるものについてきちんと管理もしくは撤去する必要があり、具体的な対応と対策をはかること。
(2) 学校の情報を地域に公開していく取り組みが一方で進められる中で、学校に不審者が侵入してくる危険性が一方であります。児童・生徒が安全で安心して学校生活を過ごせる学校環境となるよう、より一層の安全対策をはかること。
(3) 環境問題は、国をあげて取り組まなくてはならない時代にきています。各自治体においても資源循環型行政が進められています。今後、環境問題は学校全体で取り組む課題であり、学校生活における教育の一環として取り組みを進めること。
(4) 地域の避難場所、防災拠点として学校が位置付けられています。そのためにも、防災備蓄倉庫など施設・設備の充実をはかること。また、学校用務員が救助活動等に中心的な役割を担える学校作りを進めること。
(5) アスベスト使用施設・物品及び、作業工程に対する対策を行うこと。
３．環境保全・資源循環型廃棄物行政について
　　2000年を循環型社会元年として「循環型社会形成推進基本法」の制定などを行い減量・リサイクルの推進に向けて、各種法律の制定や改正が進められてきました。
　　このことに伴い地方自治体も多くの条例改正や廃棄物処理計画の改正などにより国・道の施策に応えるべく努力をしてきました。
　　しかし、環境保全・循環型の廃棄物行政を積極的に展開している自治体においては地方財政が悪化している状況で財政負担は限界になっていますが、住民が安全に生活できる環境の保全や資源循環型の社会形成を行っていくことこそが自治体としての最大の責務であると同時に公共サービスの質的充実をはからなければ施策の達成はできません。
　　資源循環・環境保全の社会形成へ向けて、下記事項への積極的な対応がなされるよう要求します。
<重点項目>
(1) 循環型社会形成推進基本法における廃棄物行政分野は大きなウエイトを占めており、まさに自治体固有の業務であることは明確です。各自治体は廃棄物処理計画の改正などにより、より積極的に行政展開をしなければなりませんが、地方財政状況は大変厳しい状況であることから、自治体における財政確保を優先させると同時に国・道への財政支援を要望すること。また、関係団体と連携をすることにより循環型社会の確立に向け実効ある施策の展開を行うこと。
(2) 災害廃棄物対策について環境省が示している「災害廃棄物指針」に沿った対応がはかれるよう早期に処理体制の整備・確立をはかること。
(3) 循環型廃棄物行政確立の基盤でもある、廃棄物処理施設整備及び解体工事などに対する財政支援の引き上げについて国や道へ強く要望すること。

	(4) 産業廃棄物や廃棄家電製品等の不法投棄対策、さらには、自動車リサイクル法の施行に伴う放置自動車対策など、監視・指導・相談業務の重要性は増大しています。これらの業務の拡充にむけて、自治体として職員を補充するなど、不法投棄対策等を一層強化すること。
(5) ダイオキシン類対策特別措置法の主旨を生かし、その徹底をはかるとともに焼却処理工場の解体計画を示すこと。
(6) 産業廃棄物処理場の確保は不法投棄事件や不適正処理などの発生により環境汚染問題まで発展しており、処分場への不安や行政への不信感を抱えていることから、今後、新たな処分場の確保は困難な状況になっています。廃棄物行政への信頼回復や安心して生活ができる地域環境の保全も含め、主体的に公的関与を強化して廃棄物処理センターの設置を道に要請すること。
(7) アスベストによる被害が社会問題化され、既に不法投棄も発生していることから、被害防止の観点から、公共関与による適正な処理を行うこと。
(8) 廃棄物の分別・リサイクルの視点から、「単体ディスポーザー」の設置について、安易な導入・普及を行わないこと。
４．水道・下水道について
　　地方公営企業は、住民生活に欠かすことのできない「ライフラインの確保」という重要な責務を担ってきました。頻発する自然災害等を鑑みても、その重要性や安定供給の維持は公営企業としての社会的使命や役割は増しています。
　　私たちは、公務公共サービスの質的充実をはかり、将来にまで住民に対する責任を持てる水道・下水道事業を確立したいと考えます。春季生活闘争の制度政策要求として、下記事項への積極的な対応がなされるよう要求します。
<重点項目>
(1）水道・下水道・工業用水・発電・公営ガスなどの公営企業事業は、地域社会の維持・発展に大きな役割を持ち、極めて公共性の高い事業であります。総務省は全国の公営企業事業に対して積極的な民営化を提唱しており、全国では住民生活に密接した浄水場・下水処理場・発電所などの維持管理を民間企業に委託する動きが相次いでいます。近年相次いだ公共施設における人災や耐震強度偽装問題など、安全性や信頼性の確保には公的関与が必要であることは明らかであり、公的関与が著しく阻害される包括的民間委託は行わないこと。
(2）水道事業体において、施設の改築・更新需要のピークや技術系職員の大量退職を迎えている中、安心・安全な水道水の供給を確保し、現在と同等の技術やサービスの水準を維持するため、技術の継承問題を含め、職員の採用や配置を行うこと。
(3）水道ビジョンが示され、地域水道ビジョンの策定が求められています。危機管理体制については、流域を単位とした考え方で行うこと。
(4）近年、大口利用者が地下水を利用した専用水道への切り替えにより、水道需要の減少、収入減が事業経営に影響を与えています。とりわけ都市部は大変な厳しい状況になっています。経営努力について人件費に求めるのではなく、地下水利用の規制について検討するとともに、国や道にも対策を求めること。


　2009春闘期の労働者自主福祉活動

　組合員の賃金・労働条件をめぐる状況は、引き続く賃金の独自削減や集中改革プランによる合理化などあらゆる面においてさらに厳しさを増し、自主福祉活動の果たす役割がより一層高まってきています。

また、退職者不補充など採用の抑制で組合員が大幅に減少し、自治労運動の一翼を担う共済事業は、より安定した財政基盤の強化をはかるとともに、加入推進計画に基づく具体的な取り組みを進め、組織強化と組合員の結集につながる自主福祉活動に取り組みます。

さらに、産別共済である自治労共済を中心とした、労働金庫・全労済・住宅生協・医療生協との一層の連携強化をはかります。

１．自治労共済の取り組み

（1）地本においては「加入推進計画」に基づき、加入拡大オルグ等の取り組みや、地本の機関会議での意思統一を図ってきていますが、単組段階での学習会や加入拡大に向けた方針策定に至っていないことから、地本毎に重点単組を設定し単組での学習会等の開催を積極的に取り組んでいくこととします。

（2）団体生命共済について、新規加入の取組強化と長期共済・親子共済を含めた生涯にわたる保障のメイン化に向けた取り組みを進めます。

（3）若年層対策として、各共済種目の大幅な加入拡大を進めます。

（4）退職者対策として、退職後の継続加入に向けた取り組みを強化します。

２．労働金庫との連携

（1）「はたらくもののメインバンク」を合言葉に引き続き「預金も融資も労金へ」として、全道推進会議の取り組みと連携して進めます

（2）2009年３月の退職者を対象に「退職金を労金へ」とする取り組みを進めます。

３．全労済との連携

（1）自治労共済と全労済の結びつきをあらためて認識し、自治労共済と競合しない「自賠責共済」と「移行共済」を中心に、それぞれ加入件数を設定し加入拡大に向けた取り組みの強化をはかります。

（2）連合スクラム共済について、連合北海道第21回年次大会組織財政特別委員会で、2010年５月末までに３万人の加入増とし７万人にすることとなったことを受け、各地本と連携を取りながら取り組みを進めることとします。
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